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パートナーシップ宣誓制度とは

「パートナーシップ宣誓制度」（＊「呼称」および「内容」は地方公共団体ごとに異なる）

地方公共団体が、性的マイノリティ当事者等から、パートナー関係であることの宣誓を受け付け、

受領証を交付する制度

〇導入の目的
・制度を導入することで性的指向・ジェンダーアイデンティティの多様性に関する県民の理解増進を図ることができる。
・パートナーの関係性を認めてほしいという当事者の思いに応えることができる。
・パートナー関係の証明（受領証）により、日常の様々な場面での手続きが円滑になり、また新たにサービスを受ける
ことができる。 （医療現場での面会、連絡、手術同意、公営住宅への入居 等）

※法律上の婚姻と同等の法的効果はない。
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【宣誓をすることができる要件】（先行して導入している都府県の例）
・双方が成年に達していること
・いずれか一方が県内に住所を有しているか、県内への転入を予定していること
・現に婚姻していないこと、宣誓をしようとする相手方以外の者とパートナーシップ関係にないこと
・宣誓に係るパートナーと直系血族もしくは三親等内の傍系血族または直系姻族でないこと



性の多様性に関する全国等の状況

・「性的指向・ジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解増進に関する法律」が

本年６月２３日に施行

・令和５年２月県議会において、「性的指向・性自認に関する差別の解消を求める意見書」

（国会および政府あて）が全会一致で可決

・県内においても3市が制度を導入（令和５年９月末現在）

・平成30年（2018年）10月に電通ダイバーシティ・ラボが20～59歳の約6万人を対象に行ったインターネット調査では、日本で
は8.9％（11人に1人）の人がLGBTを含む性的少数者の当事者であるという結果

2

国等

滋賀県

・同性婚にかかる訴訟が全国各地で継続中

・都道府県では14都府県が導入 （令和５年９月末現在）

パートナーシップ宣誓制度

・地方公共団体での制度導入は328団体、人口カバー率は70.9％
（令和５年５月末現在、渋谷区・虹色ダイバーシティ調査）



他都府県の制度導入状況

令和５年９月30日時点で１４都府県が導入

制度名称 導入時期
対象

左記に加えて、生計を一にし
ている未成年の子どもを含む一方または双方が

性的マイノリティ
性的マイノリティか
否かを問わない

青森県 青森県パートナーシップ宣誓制度 R4.2.7 〇

秋田県 あきたパートナーシップ宣誓証明制度 R4.4.1 〇

茨城県 いばらきパートナーシップ宣誓制度 R1.7.1 〇

栃木県 とちぎパートナーシップ宣誓制度 R4.9.1 〇

群馬県 ぐんまパートナーシップ宣誓制度 R2.12.21 〇

東京都 東京都パートナーシップ宣誓制度 R4.11.1 〇 〇

富山県 富山県パートナーシップ宣誓制度 R5.3.1 〇 〇

長野県 長野県パートナーシップ届出制度 R5.8.1 〇 〇

岐阜県 岐阜県パートナーシップ宣誓制度 R5.9.1 〇 〇

静岡県 静岡県パートナーシップ宣誓制度 R5.3.1 〇 〇

三重県 三重県パートナーシップ宣誓制度 R3.9.1 〇

大阪府 大阪府パートナーシップ宣誓証明制度 R2.1.22 〇

福岡県 福岡県パートナーシップ宣誓制度 R4.4.1 〇 〇

佐賀県 佐賀県パートナーシップ宣誓制度 R3.8.27 〇 〇
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県内市町の制度導入状況

令和５年９月30日時点で３市が導入

制度名称 導入時期
対象

左記に加えて、生計を一にし
ている未成年の子どもを含む一方または双方が

性的マイノリティ
性的マイノリティか
否かを問わない

彦根市 彦根市パートナーシップ宣誓制度 R3.10.1 〇

近江八幡市 近江八幡市パートナーシップ宣誓制度 R5.4.1告示
7.1施行 〇
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米原市
米原市パートナーシップ・
ファミリーシップ宣誓証明制度 R5.4.1 〇 〇



（参考） 令和３年度 人権に関する県民意識調査より
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LGBT等の人権についてたずねたところ、「様々な性のあり方に関する理解や認識が十分でないこと」
と答えた人の割合が62.9％で最も高く、次いで「差別的な言動をされること」（37.4％）、「本人の了
解を得ず、その人の性的指向や性自認を第三者に明らかにする行為(アウティング)が行われること」
（30.8％）の順となっている。
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様々な性のあり方に関する理解や認識が

十分でないこと

差別的な言動をされること

アウティングが行われること

（平成28年度は選択肢なし）

職場、学校等で嫌がらせや

いじめが行われること

じろじろ見られたり、

避けられたりすること

令和３年度 平成28年度

（上位5つの回答を抜粋）

問15 LGBTなどに関する事柄で、人権上、特にどのようなことが問題だと思いますか。
以下の中から３つまで選んで〇をつけてください。



性の多様性に関する滋賀県のこれまでの取組① 啓発

「啓発」に関する取組
広報誌「滋賀プラスワン」やテレビ、ラジオ広告、インターネット広告を通じて、性の多様性に対する理

解の促進や人権侵害の防止を図るための啓発を実施
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〇広報誌「滋賀プラスワン」
以下の号に特集記事を掲載。
・令和元年11・12月号「性のあり方は人それぞれ」
・令和３年３・４月号「多様な性を尊重し、認め合う心を」
・令和５年３・４月号「多様な性への理解を深め、行動しよう」

〇啓発冊子
人権啓発冊子「こころやわらかく」では、平成２９年３月の改訂版以降、「性的指向・性自認」に
関し、 より深く学んでいただけるよう、ページ数を増やして内容を充実。

〇テレビ、ラジオスポット広告等
性の多様性をテーマに、テレビ、ラジオ、インターネットなど多様なメディアを活用した啓発を実施。

「滋賀県人権尊重の社会づくり条例」（平成１３年４月施行）のもと、「滋賀県人権施策推進計画」において、LGBT等

について重要な人権課題の一つに位置づけ、施策を実施



性の多様性に関する滋賀県のこれまでの取組② 相談支援
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「相談」に関する取組

県内の５３相談機関で構成し、相談員の資質向上と連携を目的に運営している「滋賀県人権相談ネッ

トワーク協議会」において、ＬＧＢＴ等への理解増進と相談対応について、研修を実施

滋賀県庁での取組

・各種申請書等における性別欄の見直し （平成29年度）

県が提出を求める申請書等において、業務上不要な性別欄を削除

・全職員を対象とした統一テーマによる職場研修の実施

「多様な性」への理解・認識を深める内容での研修を平成30年度、令和４年度、令和５年度（予定）に実施

・「性の多様性について理解を深め、行動するための職員向けガイドライン」を策定 （令和５年９月）



制度導入にあたっての主な検討事項

対象をどうするか（以下は選択肢の例）

・ 一方または双方が性的マイノリティである

・ 性的マイノリティか否かを問わない

・ 上記のいずれかに加え、子等の名前も証明書に記載できるようにする 等

先行導入市との連携
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先行導入都府県との連携

不正利用の防止対策 等


